































































































































































































































































ア レビ、携帯端末、 ラ ジオ、
インターネット、その他より
複数選択。
被害状況、気象・災害状況、
安否確認、避難所情報、公共
交通情報、道路交通情報、公
衆電話、インターネット接続、
医療、その他より複数選択。
自由記入
自由記入
※筆者作成
問lは、東日本大震災発生時に、自分がどのよ
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うな行動をとったのかを思い出すことが目的であ
り、授業内容に取り組みやすくするための設問で
ある。対象となる生徒は、震災当時は中学生だっ
たこともあり、多くが中学校の教職員の指示を仰
いで行動を取ったり、携帯端末を所持していた生
徒はワンセグ放送を視聴したりしていた。
｜問2は、問lを踏まえて、震災時に必要と考え
た情報を振り返り、10に分けた項目から選択記入
号る･選択した項目を基に、パソコンと携帯端末
を用いた情報収集を実施した。この時点では、ヒ
ントとなるような防災関連サイト等は敢えて提示
することを控えている。まずは、ヒントがない状
態で、地震発生時にインターネットが接続できる
環境であることを想定し、その場で自分が収集す
べき項目を考えさせると共に、どのようなキー
ワードで検索を行えばよいのか、すぐに思いつか
ないことを体感させた。実施している際、何から
着手したらよいのかわからない生徒が多数発生し
たため、ヒントとして、自分たちが思い描いたよ
うな情報が得られない事態を避けるために、教師
用パソコンを用いて、東京都防災ホームページ等
の防災サイトがあることを紹介した｡さらに､ブッ
クマーク機能を使用することで、いざという時に
インターネットに接続できれば、すぐ、に情報収集
ができることを指導し、平常時の今から備えるこ
とが自分の身を守るひとつの手段になることを理
解させた。
｜また、検索・閲覧のみでは記憶に残りにくいこ
とから、問3にて、閲覧したサイト名や検索項目
を記入した。自分が必要と判断した情報を得られ
るサイトか否かを自身で判断し、○、△、×等で
分類するよう促した。ここでは、情報の信想性に
ついて、発信元が公的機関か個人かといった情報
源の違いにより信頼性や更新スピードが異なるた
め､情報収集の際には注意するよう喚起した。
3-4-2．徒歩帰宅ルートマツプの作成
｜続いて実施した徒歩帰宅ルートマップ作成で
は、学校から徒歩で帰宅することを想定し、自分
だけの地図を作成した。「GoogleMap｣や｢Yahoo!
ロコ」といった地図サイトを基に、自分専用の徒
歩帰宅ルートを考え､編集できることを説明した。
具体的には、徒歩で検索できる機能を用いて、ま
ずは、学校から自宅までのルートを検索する。検
索結果を基に、そのルートが徒歩で帰宅するにあ
たりふさわしいのかを考えながら、調整をしてい
く。その際、帰宅支援道路である大通りを通るよ
うにすること、狭い道は危険性があること等を前
提に考える。公的機関（都道府県・市区町村の自
治体等）のサイトを利用することで、避難所や帰
宅支援施設が把握できるものもあるため、生徒が
それぞれ徒歩帰宅時に歩くことになるルート上に
は、どのような施設があるのかを確認するよう促
した。
ルートが確定したところで、ブラウザで表示
している徒歩帰宅ルートマップを、スクリーン
ショット機能を用いて表示画面を取得する。さら
に、ペイントソフトを用いて取得した画面を張り
付け、必要部分のみを切り取り、画像として保
存する作業を行った。しかし、地図画像だけで
は細かいルートがわかりにくいため、Microsoft
Wordを用いて地図画像を張り付け、道路名や交
差点名を含めた経路の詳細も入力し、まとめさせ
た。
さらに、スマートフォンを用いることで、PC
とほぼ同様にルート検索ができることを確認させ
た。また、検索結果をブックマークするだけでな
く、画面メモ等の機能を用いて保存すること、カ
メラ機能を用いてパソコンに表示した地図を撮影
して保存することを推奨した。これは、災害発生
時に電波がない、インターネット接続が不可能な
事態を想定し､オフライン状況下においても、ルー
トがわかるように備えるためである。また、携帯
端末に保存するだけではなく、予め、生徒手帳等
に、紙に印刷した地図を挟むといった、携帯端末
に頼らない方法も大切であることを指導し、完成
した徒歩帰宅ルートマップは、プリントアウトし
て生徒に所持させるようにした。
3-5．実施結果
3-5-1．事後アンケート調査の結果分析と考察
授業後に、本授業での生徒の利用状況を調査し
た。質問内容は､以下の2問である。事後アンケー
トは、対象生徒数174名の内、欠席者6名を除く
168名で集計している。
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①今回の授業では、携帯端末を使用することを許
可したが、携帯端末を用いて検索やデータ保存
をすることができたか？
②今後、携帯端末を使った授業を受けたいか？
※筆者作成
図表4携帯端末の使用有無（①の回答結果）
①に対しては、携帯端末を「利用した」生徒は、
対象者174名中100名(59.5%)であり､｢利用しなかっ
た」生徒が68名（40.5％）であった。約6割の生
徒が利用しているが、半分弱の生徒は利用しない
結果であった。利用した生徒は、それぞれパソコ
ンで行った検索と同様のことが行えるのかを携帯
端末で試したり、結果をスクリーンショット機能
を用いて保存したり、パソコン画面をカメラ機能
を用いて撮影したり、利用しやすいサイトをブッ
クマーク登録したりといったことが実施できてい
る｡一方で､利用しなかった生徒で多かった理由は、
電池の不足を懸念するものであった。また、数名
ではあるが、通信費用の懸念もあった。これらの
懸念点が解消されれば、より多くの生徒が携帯端
末をより積極的に使用できると考えられる。
3.0％0.6％
堀〆；:;無■f蕊錐
※筆者作成
図表5授業での携帯端末利用希望(②の回答結果）
②の結果は､今後授業で携帯端末を「使いたい」
と答えた生徒は96名(57.1%)で､｢使いたくない」
と答えた生徒は61名(36.3%)であった。その中
でも、「使いたくない」生徒には、使いたくない
理由を記述させた。特に多かった理由が、「充電
が気になるのであまり使いたくない｣17名(27.8%)
であった。
これらの結果を踏まえて、①と②の回答につい
て、図表6にて関連性の有無を調べた。授業で携
帯端末を利用しなかった生徒が、「今後も使いた
くない」と答えることを予想したが、授業で利用
しなかった生徒の内、26名が今後も使いたいと回
答した。
3-5-2．実施後の感想
事後課題として、プリントの問4にて、自由記
述の感想を記入した｡様々な感想が寄せられたが、
その中でも、防災と情報の観点に基づく意見が多
かった内容を図表7にまとめた。
全体的には、地図の機能自体は知っていたが、
震災対策の観点では調べたことがなかったという
生徒が多かった。また、インターネットを利用す
るときは、自分の興味のある項目に偏りがちにな
るため、防災関連サイトを調べたことがなかった
生徒も多い傾向であった。その他の意見には､｢調
べることの幅が広すぎて、どのように調べたらよ
いのかわかりにくかった｣｢自治体のサイトでもわ
かりにくいものがあった」といった意見もあった。
今回の授業で、生徒たちの携帯端末利用に対する
状況を知ることができた。携帯端末を利用したい
思いはあっても、電池が減ることやパケット通信
料がかかることを理由に利用できない生徒がいた
ことが一つの特徴である。電池の減りを抑えるこ
とができれば、より多くの生徒が積極的に携帯端
末を活用できる可能性が高い。
4．各課題の整理
4-1．防災教育面の課題
図表7の実施後の感想にあるように、徒歩帰宅
ルートを本授業で初めて知った生徒は多い。年数
回実施する校舎外への避難経路を確認する防災訓
練だけではなく、携帯端末を用いた安否確認や情
報受発信を、学校や地域で実践的に行う訓練も取
り入れていくべきである。既に、東京都では帰宅
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図表6携帯端末利用状況と今後の利用希望の比較
(※比率は、アンケート時に出席した生徒168名で換算した数値｡)
※筆者作成
に使っている生徒が多いことがわかった。携帯端
末を授業に取り入れるには、授業に関係のないサ
イトやアプリを閲覧したり、メールを送受信した
りすることはもちろん規則として決めなければな
らない。持ち込み禁止をするだけでは、根本的な
解決にはならないだろう。これからも、携帯端末
の使用方法やマナーについて、実践的に指導して
いく環境を整えることが教科「情報」の範囲だけ
でなく、学校教育の課題であると考えられる。
一方で、このような情報モラルやルールについ
ての学習は、学校や学年に関係なく小学校1年生
から高校3年生の全ての学年にて行うべきである
と考えられる。しかし、これらを実現するには、
高等学校の情報科教員だけでなく、小学校や中学
校の教員も指導できる能力を付ける必要がある。
そのためには、大学の教職課程において、ICTス
キルと共に情報モラルやルールについても学ばせ
るべきである。
図表7授業の感想
※筆者作成
困難者対策訓練を実施している。企業主催でも、
Twitter等を用いた地域を限定した「ソーシャル
訓練」と呼ばれる防災訓練を実施している。この
ような訓練を定期的に学校でも行えるよう、整備
していくことが必要ではないだろうか。
対象校では、本年度から「災害時を想定した徒
歩帰宅訓練」を実施している。生徒は、本授業に
て事前に調べたルートに従い､帰宅する。しかし、
対象校において本授業は2年生にて実施するカリ
キュラムであるため、1年生は家庭での取り組み
に委ねられているのが現状である。災害から児童
生徒が自ら身を守るためにも、1年生が入学した
段階で指導すべき内容である。しかし、教科「情
報」で行うべき内容であるのかは、今後、考える
必要がある。
5．まとめ
本論文では、生徒にとって身近な情報機器であ
る携帯端末を扱い、防災教育と連携した授業を実
施し、その結果と課題を考察した。
スマートフオン所持比率が多くを占めるように
なってきたことで、PCだけではなく携帯端末も
授業に積極的に利用していくことが必要であると
考えられる。しかし、このような内容は高校生の
一年間では短く、他の学年においても指導するこ
とが必要である。
今回は、防災教育を事例として扱った。学校教
育の中でこのような実践的な内容を扱うことは重
要である。しかし、実施する時間は教科内で行う
4-2．情報教育面の課題
｜日々の生活の中では、所持している携帯端末を
使いこなしているように見える生徒たちだが、本
授業を実施したことで、機能によっては理解せず
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②使いたい
(96名）
②どちらでも
よい(10名）
②使いたく
ない(61名）
②無回答
(1名）
①利用した
(100名）
70名
[41.7％］
9名
[5.4％］
19名
[11.3％］
0名
[0
①利用しな
かつた(68名）
26名
[15.5％］
7名
[42％］
35名
[20.8％］
2名
[1.2％］
漆点
.#「....．
分類 人数 比率
防災
徒歩帰宅ルートを知った／震災
に備えたい
72名 42.9％
|青報
??‐?‐?‐?‐?インターネット上の情報量の多
さ／調査の難しさ
家でも調査したい/Bookmark
に登録したい
情報の信葱性や発信元に気をつ
けたぃ
45名
22名
16名
26.8％
13.1％
9.5％
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べきか、学校全体の取り組みとして取り上げてい
くべきかを考慮しながら進める必要があり、児童
生徒全員に実施することを踏まえると、後者で進
めていくべきであると考えられる。また、それに
伴い、指導できる教員が必要になるため、教員の
情報機器を扱う技術や指導力が、今後より必要に
なると考えられる。
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